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１．東京都における特別区制度の特長 

○マクロ面（広域行政） 

・都と区の行政権限と財源の配分を適宜変更 

・区間の財政調整も目に見える形で可能 

 （政令市では、市政の中で暗黙の裡に財政調整。通常は金額は明示されない） 

・都が特別区域と特別区域外との調整ができる 

 

○ミクロ面（基礎自治機能） 

・公選区長と区議会議員が、区域外住民から独立して自治を行う 

 （政令市では、区域外の議員も関与でき、市内で行政サービスが優先劣後） 

 

 

２．特別区設置の経済効果に関する調査の報告書について 

○U字型費用関数 

 経済学では、「最小効率規模（MES: minimal efficient scale）」 

 人口規模が大きくなると「混雑効果」が発生 

 欧米では、1950年代の終わりからMES を推定（Hirsh (1959, 1965)、Bodkin 

and Conklin 1971、Walzer (1972)） 

 日本では、中井(1988)以外にも、吉村(1999)や林(2002, 2004)など多数の先行

研究が存在 

 MESは 31万人～46万人と算定（林(2002)） 
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○マクロ計量経済モデルの整合性 

 需要型モデルは短期、供給型モデルは中長期の経済変動をとらえるモデルと

いう理解は、経済学界の常識 

 

 

３．「大阪都構想」の意義 

・政令市という奇妙な制度からの決別 

・不断の行財政改革の動機づけ（固執した行財政運営からの解放） 

・大都市としての自覚（の回復） 
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